
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２６０１

基盤研究(B)

2014～2012

東日本大震災後の課題に着目した地盤の液状化強度特性に及ぼす諸要因の影響と評価法

Study on factors affecting liquefaction characteristics of sandy deposits 
considering issues arose after the 2011 off Pacific Coast of Tohoku Earthquake

７０４３１８１４研究者番号：

清田　隆（Kiyota, Takashi）

東京大学・生産技術研究所・准教授

研究期間：

２４３６０１８９

平成 年 月 日現在２７   ６   ２

円     7,300,000

研究成果の概要（和文）：本研究では地盤の液状化特性について、2011 年東北地方太平洋沖地震後に浮き彫りとなっ
た課題を系統的な室内実験により検討した。結果として、地盤の構造に起因する年代効果が微小せん断剛性率と液状化
強度に及ぼす影響を示した。これに関連して、Ｎ値と微小せん断剛性率を利用することで合理的な液状化予測ができる
可能性、および従来採取手法による不攪乱試料を用いた液状化評価の問題点を示した。また、埋戻し地盤の液状化対策
と掘削性の確保のためフライアッシュ系改良材の有効性を確認した。更に、地震前後の道路の地下量の計測値から、道
路種別毎の液状化指数と沈下量の関係を抽出し、新しいタイプの液状化ハザードマップを構築した。

研究成果の概要（英文）：This study investigated issues on soil liquefaction after the 2011 off Pacific 
Coast of Tohoku Earthquake based on comprehensive laboratory tests. The aging effects of soils on 
liquefaction and small strain characteristics were investigated. A rational liquefaction assessment 
method could be developed based on not only SPT-N value but also the small strain characteristics. In 
addition, we pointed out a problem of current liquefaction assessment with an undisturbed soil sample 
taken by conventional tube sampling method. This study also verified experimentally the effects of flyash 
on liquefaction resistance buildup and excavatability of the improved soil. Finally, we conducted a 
simple liquefaction assessment in Urayasu city, and the relationship between liquefaction potential and 
road subsidence were extracted based from the DSMs. Based on the result, an attempt was made to apply the 
obtained PL and road subsidence relations to attain a unique hazard map.

研究分野： 地盤工学

キーワード： 液状化　三軸試験　微小変形特性　地盤改良　フライアッシュ　ハザードマップ　不攪乱試料
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 2011 年東日本大震災では、東京湾および利
根川流域の埋立地盤において深刻な液状化
が発生し、戸建て住宅やライフラインに深刻
な被害が生じた。また、2010-2011 年のニュ
ージーランド・カンタベリー地震でも、クラ
イストチャーチ市の埋立地盤で顕著な液状
化が発生している。これらの被害を受け、液
状化予測と対策に関する喫緊の課題として、
広範な粒度分布を有する地盤の液状化特性
の把握、地盤の年代効果が液状化強度に及ぼ
す影響の把握、および有効な液状化対策の検
討が挙げられた。 
 
２．研究の目的 
 2011 年東北地方太平洋沖地震による顕著
な液状化は非塑性細粒分を大量に含む埋立
地盤で生じたが、自然地盤では液状化した例
は限られていた。この理由として地盤の年代
効果が考えられる。本研究では、本地震によ
り顕著な液状化が生じた千葉県浦安市に着
目して、埋立地盤の年代効果の発達メカニズ
ムについて検討した。若年埋立地盤の年代効
果は土粒子構造の発達により形成されるも
のと仮定し、それを模擬した液状化試験を現
場試料を用いた中空ねじりせん断試験によ
り実施した。 
 更に、従来の液状化評価法の改善を念頭に、
豊浦砂を用いた一連の三軸液状化試験と微
小せん断剛性率の計測を実施した。供試体密
度を一定に保ち、微小繰り返し載荷により砂
試料の構造に変化を与え、それが静的強度と
液状化強度に及ぼす影響を検討した。これに
より、従来のＮ値のみによる液状化評価の問
題と微小せん断剛性率の利用の有効性につ
いて言及した。 
 以上に示した微小せん断剛性率と地盤の
構造の関連性は、不攪乱試料の品質評価にも
適用できる。従来採取法による不攪乱試料の
液状化評価への適用の問題点について、本研
究では再構成試料による実験と実験結果を
用いた有効応力解析の結果により検討した。 
 一方、東日本大震災ではライフライン等の
埋設物が甚大な被害を受けたため、その埋戻
し土の液状化対策は喫緊の課題である。しか
し、埋戻し土の固化、特にセメントを用いた
改良土では室内配合設計で十分な掘削性を
確保した場合であっても、過強度発現による
掘削時の施工性に問題が残されている。本研
究では、その液状化対策工法として、フライ
アッシュ系改良材に着目し、一連の室内実験
を実施して検討を行った。 
 また、従来の液状化ハザードマップに定量
的な情報が含まれると、防災に対して有効な
利活用が期待できる。本研究では、地震前後
に実施された航空レーザー測量によって得
られた道路沈下量と、PL 値との関係に及ぼす
道路の規格の影響を考慮することで、液状化
による道路の沈下量を定量的に予測する新
たな液状化危険度マップの構築を試みた。 

３．研究の方法 
（１）中空ねじりせん断試験 
本研究で使用した中型中空ねじりせん断試

験装置の載荷装置は、内径 90mm、外径 150mm、
高さ 300mm の供試体にせん断ひずみ 100%以
上まで載荷・計測を行うことが可能である。 
試料は東日本大震災による液状化によっ

て生じた噴砂試料（Fc=30%）である。供試体
飽和後、'm = 50 kPa まで等方圧密を行い、動
的計測手法によるせん断剛性率 Gd を計測し
た。その後、軸変位固定条件において所定の
応力比d/p'の非排水繰り返しねじり載荷試験
（以下、液状化試験）を実施した。また、一
部試料には'm = 50 kPa の等方圧密後に排水
条件下で応力振幅±5kPa の鉛直繰返し載荷
（以後、載荷履歴）を 100 回および 1000 回
与えた。これは、埋立地盤の年代効果の影響
を検討するために行ったものである。 
 
（２）三軸・一軸試験 
三軸供試体サイズは直径 75mm、高さ

150mm である。実験試料は豊浦砂を用いた。
中空ねじり試験と同様、圧密後の供試体に年
代効果を付与する目的で一定振幅（両振幅軸
ひずみ 0.1%）の排水繰返し載荷履歴を与えた。
その後、せん断応力振幅一定条件の非排水繰
り返し三軸試験、または排水三軸圧縮試験を
実施した。 
不攪乱試料の品質に関して使用した試料

は、浦安市で採取されたシンウォールチュー
ブサンプルとその再構成試料である。再構成
試料の供試体密度は、当該試料の元の不撹乱
試料の値に合わせた。供試体飽和後、不攪乱
試料採取深度の有効土被り圧まで等方圧密
を行い、液状化試験を実施した。 
なお、上記の試験では、いずれも圧密中と

排水繰り返し載荷中にせん断弾性波速度Vsを
計測し、微小せん断剛性率(Gd=satVs

2
、sat:試

料飽和密度[g/cm3])を計測している。 
フライアッシュ系改良材（FAI）の検討で

は、豊浦砂と FAI（豊浦砂質量比 2%または
5%）を豊浦砂相対密度が 50%になるように作
製した。その後所定期間、供試体を水中養生
させ、水和反応を促進させた。その後、三軸
液状化試験を実施した。 
上記改良土の掘削性の検討のため、FAI 改

良土のほか、セメント改良土(CEM)を用いて
一軸圧縮試験も実施している。 

 
（３）液状化ＰＬマップの構築と液状化沈下
データの抽出 
本研究では浦安市を対象として、液状化検

討に必要な地盤情報を整備し、PL 値分布を道
路橋示方書(2012)による液状化判定に基づい
て作成した。さらに、東北地方太平洋沖地震
前後のディジタル標高モデルの差分から道
路沈下量を抽出した。そして抽出された道路
沈下量に与える道路の規格の影響を考慮す
ることで、新たな液状化危険度マップの構築
を試みた。 



４．研究成果 
（１）地盤の年代効果が液状化強度特性に及
ぼす影響 
図 1 に、中空供試体（噴砂試料）の等方圧

密後に計測した動的せん断剛性率 Gd/f(e)と排
水繰返し載荷履歴回数の関係を示す。繰返し
履歴による密度増加は非常に少ないことか
ら、Gd/f(e)の増加は、試料の密度化の影響で
はなく土粒子構造の安定化（インターロッキ
ングの発達）の影響が支配的であると考えら
れる。 
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図 1 中空供試体（噴砂試料）の動的せん断剛
性率と載荷履歴回数の関係 

 
図 2 に載荷履歴を与えなかった場合と載荷

履歴を 100 回与えた供試体に対してせん断応
力比/p’=0.20 の条件下で液状化試験を行っ
た際の有効応力経路を示した。液状化試験の
初期段階において、載荷履歴により繰返し毎
の有効応力の減少が抑えられていることが
分かる。この傾向は、液状化試験前に行われ
た排水繰り返し載荷履歴による土粒子構造
の発達によるものと解釈することができる。
同様の結果は既往の研究でも確認されてい
るが、細粒分の非常に多い噴砂試料でも示さ
れた例はほとんどない。この結果は、東日本
大震災で顕著な液状化が生じた埋立地盤で
も、年月とともに作用する応力履歴により、
液状化に対する抵抗性が増加することが示
唆される。また、セメンテーション効果の期
待できない沖積自然地盤において、同地震に
よる液状化の痕跡がほとんど確認されなか
ったメカニズムにも繋がると考える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 応力履歴の有無による有効応力経路の
比較（中空ねじり・噴砂） 

（２）微小変形特性と液状化強度の関係 
ここでは、地盤の土粒子構造の発達に起因

する年代効果を更に検討する目的で実施した
三軸試験結果を概説する。 
図 3 に、豊浦砂の三軸供試体について、等

方圧密後の排水繰り返し載荷回数とそれに伴
う Gd/f(e)の増加率の関係を示す。鉛直ひずみ
一定振幅の排水繰り返し載荷を与えることで、
その回数が増加するほど Gd/f(e)の値も増加し
ている。一方、排水繰り返し載荷回数が 200
回を超えると、Gd/f(e)の値はほとんど増加し
ない結果となった。これは、Dr が一定の条件
で変化し得る土粒子のかみ合わせ効果には限
界が存在することを示唆している。 

図 3 三軸供試体（豊浦砂）の動的せん断剛性
率と載荷履歴回数の関係 
 
図 4 に排水三軸圧縮試験結果を示す。供試

体 Dr は約 30%, 50%, 60%程度に調整した。試
験結果より、Dr の差が供試体の強度変形特性
に及ぼす影響は非常に明瞭であった。一方、
Dr=50%の試験結果では、Gd/f(e)が 80~100MPa
程度の範囲では、排水三軸圧縮試験による強
度変形特性にはほとんど影響を与えない。Dr
とピークせん断強度が N 値と良い相関がある
と考えると、この傾向は N 値で VSを推定する
ことは難しいことを示唆している。 
排水繰り返し載荷履歴を与えることにより、

液状化強度も増加した（図 5）。図 6 のよう
に、同程度の Dr であっても Gdの増加により
液状化強度も増加することが確認された。言
い換えると、Dr が同じ供試体であっても、液
状化強度は最大 2 倍程度異なり、その違いは
微小変形特性で表せることを示した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 初期微小せん断剛性率の異なる三軸供
試体（豊浦砂）の排水単調載荷試験結果 
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図 5 三軸供試体（豊浦砂）の液状化強度曲線 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6 三軸供試体（豊浦砂）の動的せん断剛性

率と液状化強度の関係 
 
（３）微小変形特性に基づく不攪乱試料の液
状化強度特性の評価 
 2011 年東北地方太平洋沖地震後、液状化が
発生した東京湾埋立地で採取された不撹乱
試料（シンウォールサンプリング）を用いて
実施された室内試験による液状化強度曲線
を図 7 に黒い線で示す。実験結果は、同地震
による地震動継続時間が非常に長かったこ
とを考慮しても、事実との整合性はあまり高
くないと言える。この原因の一つとして、試
料採取地盤が非常に緩く（平均N値 5程度）、
試料採取時に密度化、および土粒子構造の強
化が生じた可能性が考えられる。 
 従来の採取法による不撹乱試料の状況を
踏まえ、不撹乱試料に代えて再構成試料で原
地盤の液状化強度を検討する試みは、古くか
ら提案されている。Tokimatsu et al., (1986)は，
試験供試体に初期せん断を与え、そのせん断
剛性率を原位置速度検層に基づくせん断剛
性率の値に調整することで、再構成試料でも
原地盤の液状化強度を再現できることを提
案した。また、Kiyota et al. (2009)は，土粒子
の構造に基づく砂地盤の年代効果にはセメ
ンテーションとインターロッキングの効果
があるとし、後者が支配的な沖積地盤や埋立
地盤では Tokimatsu et al., (1986)の手法により、
原位置の液状化強度特性を適切に評価でき
ることを示した。このようなせん断剛性率を
基準とした試験供試体の評価は、実務でも実
施されている。図 7 の不撹乱試料では微小せ
ん断剛性率が計測されていないため定量的
な判断はできないが、採取時の乱れを受けて
いた可能性が高い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7 不撹乱試料と初期せん断剛性率を原位
置に合わせた再構成試料の液状化強度曲線 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8 柱状図と有効応力解析による過剰間隙
水圧比（黒：不攪乱試料、赤：せん断剛性率
を調節した再構成試料） 

 
本研究では上記手法を参考に、原位置 PS

検層に基づく微小せん断剛性率と同等の値
になるよう作成した再構成試料を用いて液
状化試験を実施した。再構成試料の供試体密
度は不撹乱試料と同等であるが、その液状化
強度曲線は図 7 の赤線に示すように不撹乱試
料よりもかなり低い位置となっている。 
また、この液状化試験結果を基にパラメー

タを設定した実施した一次元有効応力解析
結果を図 8 に示す。従来の採取手法による不
攪乱試料を用いた場合、東北地方太平洋沖地
震の地震動を与えても過剰間隙水圧比は 0.2
以下である。一方、上記の再構成試料では埋
立地盤全体の水圧が上昇しており、実際に生
じた埋立地盤の液状化現象を適切に説明で
きていると言える。 
 
（４）フライアッシュ系改良材による液状化
対策と掘削性に関する検討 
① 一軸試験による掘削性の検討 
図 9 に，FAI 改良土の一軸圧縮強度と養生

日数（1~28 日）の関係を示す。養生日数およ
び FAI 添加率の増加に伴い一軸圧縮強度が増
加することが分かる。なお，図 9 には比較の
ため CEM 改良土（改良材添加率 2%，養生
28 日）の結果も併記している。 
既存の掘削性評価法に基づけば、CEM 添加

率 2%供試体では液状化抵抗性を満足する一
方で，掘削性に問題が残されている。FAI 改
良土では，FAI 添加率 2%および 5%供試体に

0 50 100 150
0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

 0 cycle
 100 cycle
 1000 cycle

Li
qu

ef
ac

tio
n 

re
si

st
an

ce
, R

L2
0

Dynamic shear moduli, G
d
 (MPa)



おいて、液状化抵抗性および掘削性を満足す
る。 

図 9 一軸圧縮強度と養生日数関係（養生 28
日まで） 
 
② 三軸試験による FAI 試料の液状化対策効
果の検討 
FAI 試料と無改良試料を用いた液状化試験結
果を図 10 に示す。未改良供試体、FAI2%供試
体共に繰返し回数 20 回以上で DA5%に達し
た実験は行われていないが、図 10 より推定
される RL20 は、それぞれ 0.16、0.35 であり、
液状化強度特性に対する FAI 改良効果を確認
できる。FAI5%供試体の液状化強度は、さら
に高いことを考慮すると、添加率の増大に伴
う液状化抵抗性の増大が推察される。 

図 10 FAI 改良土の液状化強度曲線 
 
（５）新しい液状化ハザードマップの構築に
向けて 
① 地盤情報の整備 
本研究では、東北地方太平洋沖地震後に実

施された浦安市内 109 箇所のボーリング調査
結果ならびに 23 箇所の土質試験結果を用い
て液状化判定用のパラメータの推定法を構
築した。具体的には、N 値、細粒分含有率お
よび地層の連続性から、浦安市の地層を F(埋
土層)、中間層(F 層と沖積層に挟まれたシル
ト層）、As1(N 値の高い上部沖積砂質土層)、
As2(N 値の低い下部沖積砂質土層)に区分し
た。次に、それぞれの地層で液状化判定に必
要なパラメータの推定を行った。 
 
② 液状化指数 PL 値分布の構築 
東北地方太平洋沖地震で生じたと考えら

れる最大加速度を用いた浦安市の PL 値分布
を図 11 に示す。PL 値分布は、109 箇所のボ
ーリング地点で計算された PL 値をクリギン
グによって空間補間を行い作成した。なお、
今回の液状化判定では、地震動特性による補
正係数は 1.0 としており、地震動継続時間の
影響等は考慮していない。図 11 の PL 値分布
は、地震後の被害調査結果と同様、元町の液
状化被害が中町・新町と比較して小さかった
ことを反映している。 

 
図 11 東北地方太平洋沖地震の最大加速度を

想定した浦安市の PL 分布 
 

③ 液状化危険度マップの構築  
須山ら（2013）は液状化に伴う道路被害は、

同じ PL 値を示す場所でも非液状化層と考え
られる道路舗装・路盤厚によって大きく異な
ることを明らかにしている。そこで、本研究
では市内の埋立年代の異なる 3 つの地域にお
いて、159 地点の道路沈下量と PL 値を抽出し
た（図 12）。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 12 道路の舗装・路盤厚毎の PL 値と沈下量 
の関係 
 

PL 値と沈下量の関係は非常にばらついて
いるが、地盤表層条件（道路舗装・路盤厚）
で分類すると、PL 値と道路沈下量の関係はよ
り明確となる。ばらつきが大きくなる原因と
して、道路の沈下は必ずしも一様には生じず、
噴砂の発生などにより局所的に変化するた
めであると考えられる。また、液状化の程度
が激しかった地域では、一様な沈下ではなく



起伏が激しくなっていたという報告もある。 
そのため、本研究ではばらついている道路沈
下量に対して、それらの平均を取るように回
帰直線を引き、対象となる道路路線の沈下の
全体像を定量的に表現することを試みた。 
 

 

図 13 液状化道路沈下マップ 

 
図 12 に示した関係を用いて、GIS ソフトウ

ェアにより作成した液状化による道路沈下
マップを図 13 に示す。液状化判定や沈下量
の推定方法について検討すべき点は多いが、
図 13 の新たなマップは道路の種別で液状
化による沈下の程度が異なるという、被害調
査結果と整合する傾向がよく表れている。こ
のような液状化危険度マップは、液状化被害
予測だけでなく、緊急輸送道路や避難ルート
の検討など、防災戦略への有効な利活用にも
適用できると考えられる 
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